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(57)【要約】
【課題】行動計画を共有する複数の移動体において、よ
り円滑な協調行動画を実行させる。
【解決手段】第２の移動体の行動計画を用いて、外界の
地図から第１の移動体の行動計画を生成するための行動
計画用地図を作成する計画用地図作成部と、前記第２の
移動体の行動計画と、前記第２の移動体の行動の観測結
果との誤差を検出する誤差検出部と、を備え、前記計画
用地図作成部は、検出された前記誤差を用いて、前記行
動計画用地図を更新する、制御装置。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第２の移動体の行動計画を用いて、外界の地図から第１の移動体の行動計画を生成する
ための行動計画用地図を作成する計画用地図作成部と、
　前記第２の移動体の行動計画と、前記第２の移動体の行動の観測結果との誤差を検出す
る誤差検出部と、
を備え、
　前記計画用地図作成部は、検出された前記誤差を用いて、前記行動計画用地図を更新す
る、制御装置。
【請求項２】
　前記行動計画用地図に基づいて、前記第１の移動体の行動計画を生成する行動計画部を
さらに備える、請求項１に記載の制御装置。
【請求項３】
　前記行動計画部は、前記行動計画用地図が更新された場合、前記第１の移動体の行動計
画を更新する、請求項２に記載の制御装置。
【請求項４】
　前記誤差検出部にて検出された前記誤差を縮小する補正を行う補正部をさらに備え、
　前記計画用地図作成部は、前記補正を施した前記第２の移動体の行動計画を用いて、前
記行動計画用地図を更新する、請求項１に記載の制御装置。
【請求項５】
　前記計画用地図作成部は、前記第２の移動体の行動の観測結果に基づいて予測された前
記第２の移動体の行動計画を用いて、前記行動計画用地図を更新する、請求項１に記載の
制御装置。
【請求項６】
　前記計画用地図作成部は、前記第１の移動体の機体情報をさらに用いて、前記行動計画
用地図を作成する、請求項１に記載の制御装置。
【請求項７】
　前記第２の移動体の行動計画を受信する受信部をさらに備える、請求項１に記載の制御
装置。
【請求項８】
　前記第１の移動体の機体情報を管理する情報管理部をさらに備え、
　前記受信部は、前記第１の移動体の行動計画と、前記第１の移動体の行動の観測結果と
の誤差をさらに受信し、
　前記情報管理部は、受信した前記誤差に基づいて、前記第１の移動体の機体情報を更新
する、請求項７に記載の制御装置。
【請求項９】
　前記誤差検出部にて検出された前記誤差を前記第２の移動体に送信する送信部をさらに
備える、請求項１に記載の制御装置。
【請求項１０】
　前記外界の地図は、前記第１の移動体が備えるセンサ部の観測結果に基づいて作成され
る、請求項１に記載の制御装置。
【請求項１１】
　前記受信部は、前記第２の移動体の機体情報をさらに受信し、
　前記第２の移動体は、前記第２の移動体の機体情報に基づいて、前記第１の移動体が備
えるセンサ部の観測結果から認識される、請求項７に記載の制御装置。
【請求項１２】
　前記第２の移動体の行動は、前記センサ部の観測結果を時間蓄積することで認識される
、請求項１１に記載の制御装置。
【請求項１３】
　前記計画用地図作成部は、前記外界の地図に、前記第１の移動体の行動に影響する情報
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を付加することで、前記第１の移動体の前記行動計画用地図を作成する、請求項１に記載
の制御装置。
【請求項１４】
　前記計画用地図作成部は、異なる用途又は条件に応じて、前記行動計画用地図を複数作
成する、請求項１に記載の制御装置。
【請求項１５】
　前記行動計画用地図は、座標系に時間軸を含む、請求項１に記載の制御装置。
【請求項１６】
　第２の移動体の行動計画を用いて、外界の地図から第１の移動体の行動計画を生成する
ための行動計画用地図を作成することと、
　前記第２の移動体の行動計画と、前記第２の移動体の行動の観測結果との誤差を検出す
ることと、
　検出された前記誤差を用いて、前記行動計画用地図を更新することと、
を含む、制御方法。
【請求項１７】
　コンピュータを、
　第２の移動体の行動計画を用いて、外界の地図から第１の移動体の行動計画を生成する
ための行動計画用地図を作成する計画用地図作成部と、
　前記第２の移動体の行動計画と、前記第２の移動体の行動の観測結果との誤差を検出す
る誤差検出部と、
として機能させ、
　前記計画用地図作成部を、検出された前記誤差を用いて前記行動計画用地図を更新させ
るように機能させる、プログラム。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、制御装置、制御方法及びプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般的に、自律移動可能なロボット等（以下、移動体とも称する）では、外界の地図を
用いて行動計画を立てることが行われている。具体的には、移動体では、外界地図に基づ
いて、移動可能な領域を示した行動計画用の地図を作成し、作成した行動計画用の地図を
用いて、最適な移動経路を計画することが行われている。
【０００３】
　ここで、複数の移動体がそれぞれ行動計画を立てる場合、例えば、移動体１台分の幅し
かない通路でも、それぞれの移動体が移動可能と判断し、該通路を通過する行動計画を立
てることがあり得る。このような場合、複数の移動体が該通路で鉢合わせすることで、そ
れぞれの行動計画が円滑に実行されないことがあった。
【０００４】
　そのため、複数の移動体を用いる場合、移動体同士で互いに行動計画を共有し、複数の
移動体の間で協調動作を行うことが提案されている。
【０００５】
　例えば、下記の特許文献１では、複数の移動ロボット同士が出会う可能性がある場合、
各ロボットが実行するタスクの優先度に応じて一方又は両方の移動ロボットの移動計画を
変更又は一時停止し、全体最適化を行う技術が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００６－３２６７０３号公報
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかし、特許文献１で提案された技術では、移動体の各々で行動計画の立案に用いられ
る地図情報、及び共有される行動計画に誤りがないことを前提としている。そのため、例
えば、移動体の各々で共有される行動計画に誤りがあった場合、複数の移動体で協調動作
を円滑に実行することができないことがあった。
【０００８】
　また、不特定の領域で行動する移動体では、外界の地図を移動体の各々で作成している
ため、移動体ごとに作成した外界の地図の座標系が異なっていることがあり得る。このよ
うな場合、共有された行動計画の座標系の対応関係が不明となるため、複数の移動体で円
滑な協調動作を行うことが困難となってしまう。
【０００９】
　そこで、本開示では、行動計画を共有する複数の移動体に、より円滑に行動計画を実行
させることが可能な、新規かつ改良された制御装置、制御方法及びプログラムを提案する
。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本開示によれば、第２の移動体の行動計画を用いて、外界の地図から第１の移動体の行
動計画を生成するための行動計画用地図を作成する計画用地図作成部と、前記第２の移動
体の行動計画と、前記第２の移動体の行動の観測結果との誤差を検出する誤差検出部と、
を備え、前記計画用地図作成部は、検出された前記誤差を用いて、前記行動計画用地図を
更新する、制御装置が提供される。
【００１１】
　また、本開示によれば、第２の移動体の行動計画を用いて、外界の地図から第１の移動
体の行動計画を生成するための行動計画用地図を作成することと、前記第２の移動体の行
動計画と、前記第２の移動体の行動の観測結果との誤差を検出することと、検出された前
記誤差を用いて、前記行動計画用地図を更新することと、を含む、制御方法が提供される
。
【００１２】
　また、本開示によれば、コンピュータを、第２の移動体の行動計画を用いて、外界の地
図から第１の移動体の行動計画を生成するための行動計画用地図を作成する計画用地図作
成部と、前記第２の移動体の行動計画と、前記第２の移動体の行動の観測結果との誤差を
検出する誤差検出部と、として機能させ、前記計画用地図作成部を、検出された前記誤差
を用いて前記行動計画用地図を更新させるように機能させる、プログラムが提供される。
【００１３】
　本開示によれば、第２の移動体の共有された行動計画に誤差がある場合でも、第２の移
動体の観測結果に基づいて、行動計画の誤差を補正することができる。したがって、本開
示によれば、誤差が補正された行動計画に基づいて、第１の移動体の行動計画を立て直す
ことが可能になる。
【発明の効果】
【００１４】
　以上説明したように本開示によれば、行動計画を共有する複数の移動体に、より円滑に
行動計画を実行させることができる。
【００１５】
　なお、上記の効果は必ずしも限定的なものではなく、上記の効果とともに、または上記
の効果に代えて、本明細書に示されたいずれかの効果、または本明細書から把握され得る
他の効果が奏されてもよい。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
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【図１】本開示に係る技術の概要を説明する模式図である。
【図２】本開示の一実施形態に係る制御装置の構成例を示すブロック図である。
【図３】移動体認識部が実行する処理の流れの一例を示すフローチャート図である。
【図４Ａ】測定データとして取得された画像の一例を示す説明図である。
【図４Ｂ】図４Ａに示す画像から検出領域を推定した画像の一例を示す説明図である。
【図４Ｃ】検出領域の画像に対応する移動体の候補を提示する例を示す説明図である。
【図４Ｄ】対象との距離をグレースケールで表現した画像の一例を示す説明図である。
【図４Ｅ】第２の移動体の方位角及び距離から第２の移動体の３次元位置を推定する一例
を示す説明図である。
【図５】第２の移動体の位置を時間蓄積することで、第２の移動体の進行方向及び速度を
推定する例を示す説明図である。
【図６Ａ】第２の移動体の行動計画と、第２の移動体の観測結果とを比較することで誤差
を検出する処理の流れの一例を示すフローチャート図である。
【図６Ｂ】第２の移動体が観測されないという誤差を検出する処理の流れの一例を示すフ
ローチャート図である。
【図７Ａ】誤差及び補正のバリエーションの一例を示した説明図である。
【図７Ｂ】誤差及び補正のバリエーションの一例を示した説明図である。
【図７Ｃ】誤差及び補正のバリエーションの一例を示した説明図である。
【図７Ｄ】誤差及び補正のバリエーションの一例を示した説明図である。
【図７Ｅ】誤差及び補正のバリエーションの一例を示した説明図である。
【図７Ｆ】誤差及び補正のバリエーションの一例を示した説明図である。
【図７Ｇ】誤差及び補正のバリエーションの一例を示した説明図である。
【図８Ａ】第２の移動体の行動計画を反映した行動計画用地図の具体例を示す説明図であ
る。
【図８Ｂ】図８Ａに示す行動計画用地図を基に計画された第１の移動体の行動計画の一例
を示す説明図である。
【図９】本開示の一実施形態に係る制御装置の動作例を示すフローチャート図である。
【図１０】本開示の一実施形態に係る制御装置のハードウェア構成例を示したブロック図
である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下に添付図面を参照しながら、本開示の好適な実施の形態について詳細に説明する。
なお、本明細書及び図面において、実質的に同一の機能構成を有する構成要素については
、同一の符号を付することにより重複説明を省略する。
【００１８】
　なお、説明は以下の順序で行うものとする。
　１．本開示に係る技術の概要
　２．制御装置の構成例
　３．制御装置の具体的な処理例
　４．制御装置の動作例
　５．ハードウェア構成例
　６．まとめ
【００１９】
　＜１．本開示に係る技術の概要＞
　図１を参照して、本開示に係る技術の概要について説明する。図１は、本開示に係る技
術の概要を説明する模式図である。
【００２０】
　まず、第１の移動体１０及び第２の移動体２０がそれぞれ行動計画を立てて、同じ時間
帯に同じ領域を移動する場合を考える。
【００２１】
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　第１の移動体１０及び第２の移動体２０は、自律して行動可能な移動体であり、外界の
地図を用いて行動計画を立て、立てた行動計画に沿って行動を実行する。例えば、行動の
一種である移動を実行する場合、第１の移動体１０及び第２の移動体２０は、まず、外界
の地図を用いて、自身が通過可能な領域を示した格子地図を作成する。次に、第１の移動
体１０及び第２の移動体２０は、該格子地図に対してダイクストラ法等のグラフ探索アル
ゴリズムを適用し、最適な経路を選択することで、移動の行動計画を立てることができる
。
【００２２】
　例えば、図１に示すように、第１の移動体１０は、上述したような方法で、３番通路を
直進する行動計画を立てている。一方、第２の移動体２０は、上述したような方法で、３
番通路と直交する１番通路を直進する行動計画を立てている。そのため、同じ時間帯に、
第１の移動体１０及び第２の移動体２０が行動計画に沿って移動した場合、第１の移動体
１０及び第２の移動体２０は、１番通路及び３番通路の交差点で鉢合わせ又は衝突する可
能性がある。
【００２３】
　そこで、図１に示すように、第２の移動体２０は、自身の行動計画を第１の移動体１０
に送信し、行動計画を共有することで、第１の移動体１０との鉢合わせ又は衝突を回避し
ようとしている。例えば、第１の移動体１０が１番通路及び３番通路の交差点を通過する
タイミングと、第２の移動体２０が該交差点を通過するタイミングとをずらすことで、第
１の移動体１０及び第２の移動体２０が鉢合わせ又は衝突することを回避しようとしてい
る。
【００２４】
　しかしながら、図１に示すように、第２の移動体２０が、実際には行動計画とは異なる
行動を実行していた場合、上述した鉢合わせ又は衝突の回避が機能しない。そのため、第
２の移動体２０は、第１の移動体１０と２番通路及び３番通路の交差点で鉢合わせ又は衝
突する可能性がある。
【００２５】
　本開示に係る技術では、第２の移動体２０が行動計画と異なる行動を実行していること
を第１の移動体１０が観測した場合、第１の移動体１０は、第２の移動体２０の観測結果
に基づいて、受信した第２の移動体２０の行動計画を補正する。その後、第１の移動体１
０は、２番通路を直進する第２の移動体２０と２番通路及び３番通路の交差点で鉢合わせ
又は衝突しないように、行動計画を更新する。これによれば、第１の移動体１０は、第２
の移動体２０から受信した行動計画と、第２の移動体２０の実際の行動とが異なっている
場合であっても、第２の移動体２０との協調行動をより円滑に実行することができる。
【００２６】
　したがって、第１の移動体１０は、第２の移動体２０から共有された行動計画に誤り又
は不確実性が存在する場合でも、観測された第２の移動体２０の実際の行動に基づいて、
共有された行動計画を補正することで、より正確な行動計画を取得することができる。こ
れによれば、第１の移動体１０は、第２の移動体２０の現時点における行動だけでなく、
第２の移動体２０の未来の行動も補正された行動計画に基づいて予測することができるた
め、第２の移動体２０とのより円滑な協調行動が可能となる。
【００２７】
　また、本開示に係る技術によれば、第１の移動体１０は、観測された第２の移動体２０
の実際の行動に基づいて、第２の移動体２０から受信した行動計画の精度を向上させるこ
とができる。したがって、第１の移動体１０は、第２の移動体２０との行動計画の共有頻
度が低い場合、又は共有される行動計画の情報量が少ない場合であっても、第２の移動体
２０との協調行動を高精度で実行することが可能である。
【００２８】
　＜２．制御装置の構成例＞
　次に、図２を参照して、本開示の一実施形態に係る制御装置の構成例について説明する
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。図２は、本実施形態に係る制御装置１００の構成例を示すブロック図である。
【００２９】
　図２に示すように、制御装置１００は、受信部１０２及びセンサ部１４０からの入力に
基づいて、駆動部１６０を制御することで、第１の移動体１０の駆動を制御する。具体的
には、制御装置１００は、受信部１０２と、補正部１０４と、誤差検出部１０６と、移動
体認識部１０８と、情報管理部１１０と、計画用地図作成部１１２と、地図作成部１１４
と、認識部１１６と、行動計画部１１８と、送信部１２０と、駆動制御部１２２と、を備
える。制御装置１００は、例えば、センサ部１４０及び駆動部１６０と共に第１の移動体
１０に含まれてもよい。
【００３０】
　センサ部１４０は、各種センサを含み、外界又は第１の移動体１０の状態を測定し、測
定したデータを出力する。例えば、センサ部１４０は、外界の状態を測定するセンサとし
て、ＲＧＢカメラ、グレースケールカメラ、ステレオカメラ、デプスカメラ、赤外線カメ
ラ又はＴｏＦ（Ｔｉｍｅ　ｏｆ　Ｆｌｉｇｈｔ）カメラ等の各種カメラを含んでもよく、
ＬＩＤＡＲ（Ｌａｓｅｒ　Ｉｍａｇｉｎｇ　Ｄｅｔｅｃｔｉｏｎ　ａｎｄ　Ｒａｎｇｉｎ
ｇ）センサ又はＲＡＤＡＲ（Ｒａｄｉｏ　Ｄｅｔｅｃｔｉｎｇ　ａｎｄ　Ｒａｎｇｉｎｇ
）センサなどの各種測距センサを含んでもよい。また、センサ部１４０は、第１の移動体
１０の状態を測定するセンサとして、例えば、エンコーダ、電圧計、電流計、歪みゲージ
、圧力計、ＩＭＵ（Ｉｎｅｒｔｉａｌ　Ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔ　Ｕｎｉｔ）、温度計又
は湿度計等を含んでもよい。ただし、センサ部１４０は、外界又は第１の移動体１０の状
態を測定するセンサであれば、上述したセンサ以外の公知のセンサを含んでもよいことは
言うまでもない。
【００３１】
　認識部１１６は、センサ部１４０が測定したデータに基づいて、外界及び第１の移動体
１０の状態を認識する。具体的には、認識部１１６は、センサ部１４０から入力された測
定データに基づいて、障害物認識、形状認識（すなわち、壁認識若しくは床認識）、物体
認識、マーカ認識、文字認識、白線若しくは車線認識、又は音声認識によって外界を認識
してもよい。または、認識部１１６は、位置認識、運動状態（速度、加速度又はジャーク
等）認識、又は機体状態（電源残量、温度又は関節角等）認識によって第１の移動体１０
の状態を認識してもよい。認識部１１６が行う上記の認識は、公知の認識技術を用いるこ
とで行うことが可能である。認識部１１６が行う認識は、例えば、所定のルールに基づい
て行われてもよく、機械学習アルゴリズムに基づいて行われてもよい。
【００３２】
　地図作成部１１４は、認識部１１６による外界の認識結果に基づいて、外界の地図を作
成する。具体的には、地図作成部１１４は、認識部１１６による外界の認識結果を時間蓄
積することで、又は複数の異なる種類の認識結果を組み合わせることで、外界の地図を作
成する。地図作成部１１４は、例えば、第１の移動体１０が通過可能な領域を示す障害物
地図又は移動領域地図を作成してもよく、種々の物体の存在位置を示す物体地図を作成し
てもよく、各領域の名称、関連性又は意味づけを示すトポロジカル地図を作成してもよい
。なお、地図作成部１１４は、用途、種類又は条件に応じて、複数の異なる種類の地図を
作成してもよい。
【００３３】
　計画用地図作成部１１２は、地図作成部１１４が作成した外界の地図と、第１の移動体
１０の機体情報と、第２の移動体２０の行動計画とに基づいて、第１の移動体１０の行動
計画を生成するために必要な情報を埋め込んだ行動計画用地図を作成する。具体的には、
計画用地図作成部１１２は、外界の地図に含まれる領域及び物体の各々が第１の移動体１
０に対してどのような意味を有するのかを判断し、判断した意味付けを各々埋め込んだ行
動計画用地図を作成する。計画用地図作成部１１２が作成する行動計画用地図は、時間軸
を含む３次元又は４次元等の地図であってもよい。すなわち、計画用地図作成部１１２が
作成する行動計画用地図は、時間経過を考慮した地図であってもよい。なお、計画用地図
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作成部１１２は、用途、種類又は条件に応じて、複数の異なる種類の地図を作成してもよ
い。
【００３４】
　例えば、第１の移動体１０が地表を走行する移動体である場合、計画用地図作成部１１
２は、外界の地図で地表に存在する障害物及び穴を通行不可領域と設定し、第１の移動体
１０の高さよりも高い位置に存在する障害物を通行可能領域と設定することができる。ま
た、第１の移動体１０が防水仕様であるか否かに応じて、計画用地図作成部１１２は、外
界の地図の水たまりを通行可能領域又は通行不可領域のいずれかに設定することができる
。
【００３５】
　本実施形態では、計画用地図作成部１１２は、第２の移動体２０の行動計画を用いるこ
とで、外界の地図に含まれる領域及び物体の各々に、第２の移動体２０との協調行動に関
する情報を埋め込んだ行動計画用地図を作成することができる。例えば、計画用地図作成
部１１２は、外界の地図で第２の移動体２０が通過する領域を第１の移動体１０の通行不
可領域と設定することができる。また、計画用地図作成部１１２は、外界の地図で第２の
移動体２０から荷物等を受け渡される地点及び時刻をチェックポイントとして設定するこ
とができる。
【００３６】
　本実施形態では、第２の移動体２０の行動計画は、第２の移動体２０の観測結果に基づ
いて補正される可能性がある。このような場合、計画用地図作成部１１２は、補正された
第２の移動体２０の行動計画に基づいて、第１の移動体１０の行動計画用地図を再作成し
てもよい。
【００３７】
　情報管理部１１０は、第１の移動体１０の機体情報を管理する。具体的には、情報管理
部１１０は、内蔵された記憶媒体に記憶されている機体スペック等の情報、及び認識部１
１６が認識した機体の状態に関する情報を管理する。例えば、情報管理部１１０は、内蔵
された記憶媒体に書き込まれる個体識別情報、機体形状、搭載されるセンサ部１４０若し
くは駆動部１６０に関する情報、又は電源情報（駆動電圧又は電源容量等）を管理しても
よい。例えば、情報管理部１１０は、第１の移動体１０の機体を構成する各要素の形状と
、認識部１１６によって認識された、各要素を接続する関節角の情報とによって算出され
た第１の移動体１０の現在の機体形状を管理してもよい。
【００３８】
　行動計画部１１８は、計画用地図作成部１１２にて作成された行動計画用地図と、情報
管理部１１０にて管理された第１の移動体１０の機体情報とに基づいて、第１の移動体１
０の行動計画を生成する。具体的には、行動計画部１１８は、行動方針、長期的行動及び
短期的行動などの階層構造を有する行動計画を生成してもよく、並行して実行される複数
の行動計画を生成してもよい。例えば、行動計画部１１８は、広域のトポロジカル地図を
用いたトポロジカル経路計画、観測範囲の障害物を用いた座標経路計画、又は第１の移動
体１０が実行するダイナミクスを含む運動計画を生成してもよい。なお、行動計画部１１
８は、例えば、外部からの行動指示に基づいて、第１の移動体１０の行動計画を生成して
もよく、自律的に第１の移動体１０の行動計画を生成してもよい。
【００３９】
　本実施形態では、計画用地図作成部１１２が作成する行動計画用地図は、第２の移動体
２０の行動計画が補正された場合、再作成される可能性がある。このような場合、行動計
画部１１８は、更新された行動計画用地図に基づいて、第１の移動体１０の行動計画を再
生成してもよい。
【００４０】
　駆動制御部１２２は、行動計画部１１８が生成した行動計画と、第１の移動体１０の機
体情報とに基づいて、所望の行動が行われるように駆動部１６０を駆動させる制御指令を
出力する。具体的には、駆動制御部１２２は、行動計画にて計画された行動と、第１の移
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を駆動させる制御指令を出力する。なお、駆動制御部１２２は、制御指令を階層的に生成
してもよい。
【００４１】
　駆動部１６０は、制御装置１００からの制御指令等に基づいて、第１の移動体１０を駆
動させる。例えば、駆動部１６０は、実空間への出力を行うモジュールであり、エンジン
、モータ、スピーカ、プロジェクタ、ディスプレイ、又は発光器（例えば、電球、ＬＥＤ
又はレーザ等）などであってもよい。
【００４２】
　送信部１２０は、第１の移動体１０の行動計画３１、及び第１の移動体１０の機体情報
を第２の移動体２０に送信する。具体的には、送信部１２０は、公知の通信方式の無線通
信モジュールであってもよい。例えば、送信部１２０は、以下の表１で示すような第１の
移動体１０の機体情報、及び以下の表２で示すような第１の移動体１０の行動計画３１を
送信してもよい。
【００４３】
【表１】

【００４４】
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【表２】

【００４５】
　表１に示すように、送信部１２０が送信する第１の移動体１０の機体情報は、機体ＩＤ
、電源情報、優先度、状態又は機体形状等のいずれかに分類される情報を含んでもよい。
例えば、機体ＩＤは、第１の移動体１０を特定するために用いられ得る。電源情報及び優
先度は、協調行動を実行する際の優先度の調整のために用いられ得る。状態及び機体形状
は、協調行動を実行する際に第１の移動体１０の状態を考慮するために用いられ得る。
【００４６】
　表２に示すように、送信部１２０が送信する第１の移動体１０の行動計画３１は、計画
情報、行動範囲、行動フローチャート又は下位行動等のいずれかに分類される情報を含ん
でもよい。例えば、ＩＤは行動を特定するために用いられ得る。優先度は、協調行動の順
序を調整するために用いられ得る。時刻は、行動が影響する時刻を特定するために用いら
れ得る。版番号及び情報の種類は、行動計画の更新等がある場合に協調行動を制御するた
めに用いられ得る。行動範囲は、第１の移動体１０が影響を及ぼす範囲を判断するために
用いられ得る。行動フローチャートは、外界又は第１の移動体１０の機体状態に応じて、
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行動を遷移させる行動計画の全体像を示すために用いられ得る。下位行動は、行動フロー
チャートで定義済み処理として参照される行動であり、これらの下位行動の各々を階層的
に組み合わせることで行動計画が形成される。
【００４７】
　受信部１０２は、第２の移動体２０の行動計画３２、及び第２の移動体２０の機体情報
を受信する。具体的には、受信部１０２は、公知の通信方式の無線通信モジュールであっ
てもよい。例えば、受信部１０２は、上述した第１の移動体１０の行動計画３１、及び第
１の移動体１０の機体情報と同様の行動計画３２及び機体情報を第２の移動体２０から受
信してもよい。
【００４８】
　なお、送信部１２０及び受信部１０２が行動計画３１、３２を送受信する第２の移動体
２０は、第１の移動体１０と同様に行動計画を有する他の移動体であってもよい。第２の
移動体２０は、自律移動体であってもよいが、自律移動体でなくともよい。また、送信部
１２０及び受信部１０２は、複数の移動体と行動計画３１、３２を送受信してもよい。
【００４９】
　移動体認識部１０８は、センサ部１４０が測定したデータに基づいて、第２の移動体２
０の認識を行い、さらに第２の移動体２０の行動の認識を行う。具体的には、移動体認識
部１０８は、画像、距離若しくは形状、又は音声データなどを入力とする機械学習ベース
の認識アルゴリズムを用いて第２の移動体２０を認識してもよく、識別ＩＤ等を検出する
ルールベースの認識アルゴリズムを用いて第２の移動体２０を認識してもよい。また、移
動体認識部１０８は、機械学習ベースの認識アルゴリズムを用いて、第２の移動体２０の
行動を認識してもよく、ＲＡＤＡＲなどの第２の移動体２０の速度を計測可能なセンサの
測定データに基づいて、第２の移動体２０の行動を認識してもよい。移動体認識部１０８
の具体的な処理については後述する。
【００５０】
　誤差検出部１０６は、第２の移動体２０から受信した行動計画と、移動体認識部１０８
が認識した第２の移動体２０の行動との間の誤差情報を検出する。具体的には、誤差検出
部１０６は、第２の移動体２０から受信した行動計画と、移動体認識部１０８が認識した
第２の移動体２０の実際の行動との間の誤差の有無、誤差の種類及び大きさを検出する。
誤差検出部１０６の具体的な処理については後述する。
【００５１】
　補正部１０４は、誤差検出部１０６が検出した誤差情報に基づいて、第２の移動体２０
の行動計画を補正する。具体的には、補正部１０４は、誤差検出部１０６が検出した誤差
情報を、第２の移動体２０から受信した行動計画に反映させることで、第２の移動体２０
の実際の行動との誤差がない又は誤差が少ない行動計画を作成する。補正部１０４の具体
的な処理については後述する。
【００５２】
　これによれば、制御装置１００は、観測された第２の移動体２０の実際の行動に基づい
て、第２の移動体２０から受信した行動計画を補正し、第２の移動体２０の行動計画の精
度を向上させることができる。したがって、制御装置１００は、補正された第２の移動体
２０の行動計画を参照し、第２の移動体２０の将来の行動を予測することができるため、
第１の移動体１０及び第２の移動体２０の間の協調行動をより円滑に実行させることがで
きる。また、制御装置１００は、第２の移動体２０から受信した行動計画に誤りがある、
又は行動計画の精度が低い場合でも、第１の移動体１０及び第２の移動体２０の間の協調
行動を円滑に実行させることができる。
【００５３】
　なお、第１の移動体１０は、誤差検出部１０６にて検出した誤差情報を、送信部１２０
にて第２の移動体２０に送信し、行動計画と実際の行動との間に誤差が存在することをフ
ィードバックしてもよい。これによれば、第２の移動体２０は、行動計画と、実際の行動
との間に誤差が生じないように、送信された誤差情報に基づいて第２の移動体２０の機体
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情報を校正することができる。したがって、制御装置１００は、第１の移動体１０及び第
２の移動体２０の行動の精度を互いに向上させることができるため、第１の移動体１０及
び第２の移動体２０の間の協調行動をより円滑に実行させることができる。
【００５４】
　上記では、制御装置１００は、第１の移動体１０の内部に設けられるとして説明したが
、本実施形態は、上記例示に限定されない。制御装置１００は、例えば、第１の移動体１
０の外部に設けられてもよい。
【００５５】
　＜３．制御装置の具体的な処理例＞
　続いて、図３～図８Ｂを参照して、本実施形態に係る制御装置１００の一部構成の具体
的な処理例について説明する。
【００５６】
　（移動体認識部１０８の処理例）
　まず、図３～図５を参照して、移動体認識部１０８の具体的な処理例について説明する
。図３は、移動体認識部１０８が実行する処理の流れの一例を示すフローチャート図であ
る。
【００５７】
　図３に示すように、移動体認識部１０８は、まず、センサ部１４０から測定データを取
得する（Ｓ１１０）。次に、移動体認識部１０８は、取得した測定データから第２の移動
体２０を検出する（Ｓ１１１）。具体的には、移動体認識部１０８は、センサ部１４０が
観測した測定データから第２の移動体２０が存在する領域を推定する。
【００５８】
　移動体認識部１０８は、図４Ａ～図４Ｂを参照して説明する以下の方法を用いて、測定
データから第２の移動体２０を検出してもよい。例えば、測定データとして図４Ａに示す
ような画像４００が取得された場合、移動体認識部１０８は、画像認識によって第２の移
動体２０が存在する領域を推定してもよい。次に、移動体認識部１０８は、画像４００か
ら第２の移動体２０が存在すると推定される矩形形状又は楕円形状の領域を検出し、図４
Ｂに示すような検出領域４１０を出力してもよい。また、測定データとして２次元画像で
はなく、３次元の点群が取得される場合、移動体認識部１０８は、第２の移動体２０が存
在すると推定される直方体形状、球形状又はメッシュ形状等の立体領域を検出領域４１０
として出力してもよい。なお、移動体認識部１０８は、検出領域４１０に第２の移動体２
０が存在すると推定される確信度等を追加情報として出力してもよい。
【００５９】
　その後、移動体認識部１０８は、第２の移動体２０を識別する（Ｓ１１２）。具体的に
は、移動体認識部１０８は、検出領域４１０に存在する第２の移動体２０を識別するＩＤ
等を推定する。
【００６０】
　移動体認識部１０８は、図４Ｃを参照して説明する以下の方法を用いて、第２の移動体
２０を識別してもよい。例えば、移動体認識部１０８は、図４Ｂに示す検出領域４１０の
画像に対して、機械学習ベースの認識アルゴリズム又はルールベースの認識アルゴリズム
を作用させることで第２の移動体２０のＩＤ等を推定してもよい。このような場合、移動
体認識部１０８は、図４Ｃに示すように、検出領域４１０の画像に対応する移動体の候補
を複数提示し、各々に該当する確率を推定することで、最も該当確率が高い移動体のＩＤ
を第２の移動体２０のＩＤとして出力してもよい。例えば、図４Ｃでは、ＩＤが「１」又
は「２」の移動体の該当確率がそれぞれ１０％であり、ＩＤが「３」の移動体の該当確率
が８０％である。したがって、移動体認識部１０８は、第２の移動体２０のＩＤとして「
３」を出力してもよい。
【００６１】
　また、移動体認識部１０８は、第２の移動体２０の状態を推定する（Ｓ１１３）。なお
、第２の移動体２０の状態の推定（Ｓ１１３）は、上述した第２の移動体２０の識別（Ｓ
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１１２）と並行して実行することが可能である。具体的には、移動体認識部１０８は、セ
ンサ部１４０の測定データに基づいて、第２の移動体２０の位置、姿勢又は関節角等の状
態を推定する。例えば、移動体認識部１０８は、センサ部１４０が測定した時点での第２
の移動体２０の静的な状態を推定してもよい。ただし、測定データの種類によっては、移
動体認識部１０８は、第２の移動体２０の動的な状態を推定することも可能である。
【００６２】
　移動体認識部１０８は、図４Ｄ及び図４Ｅを参照して説明する以下の方法を用いて、第
２の移動体２０の状態を推定してもよい。図４Ｄに示すように、例えば、移動体認識部１
０８は、ＴｏＦカメラ等にて取得された、対象との距離をグレースケールで表現した画像
４０２に基づいて、検出領域４１０の方位角及び距離を算出し、第２の移動体２０の状態
を推定してもよい。このような場合、移動体認識部１０８は、図４Ｅに示すように、第１
の移動体１０を原点とする極座標上に、第２の移動体２０の方位角及び距離をプロットす
ることで、第２の移動体２０の３次元位置を推定することができる。
【００６３】
　続いて、移動体認識部１０８は、識別された第２の移動体２０を時間経過に沿って追跡
する（Ｓ１１４）ことで、第２の移動体２０の行動を認識する（Ｓ１１５）。具体的には
、移動体認識部１０８は、第２の移動体２０の状態を時間蓄積することで、第２の移動体
２０の移動方向、速度又は加速度等の運動状態を推定し、さらに第２の移動体２０の運動
状態を時間蓄積することで、第２の移動体２０のより長期的な行動を推定する。
【００６４】
　移動体認識部１０８は、図５を参照して説明する以下の方法を用いて、第２の移動体２
０の行動を認識してもよい。例えば、図５に示すように、移動体認識部１０８は、第２の
移動体２０の位置を時間蓄積することで、第２の移動体２０の進行方向及び速度を推定し
てもよい。ここで、同一視野内に複数の移動体が検出されている場合、移動体認識部１０
８は、上記で検出したＩＤ等によって複数の移動体の各々を識別することで、複数の移動
体の各々を過去の状態と関連付けることができる。
【００６５】
　（誤差検出部１０６の処理例）
　次に、図６Ａ及び図６Ｂを参照して、誤差検出部１０６の具体的な処理例について説明
する。
【００６６】
　図６Ａは、誤差検出部１０６が第２の移動体２０の行動計画と、第２の移動体２０の観
測結果とを比較することで誤差を検出する処理の流れの一例を示すフローチャート図であ
る。
【００６７】
　図６Ａに示すように、まず、誤差検出部１０６は、移動体認識部１０８による第２の移
動体２０の認識結果を更新する（Ｓ１２０）。続いて、誤差検出部１０６は、観測された
第２の移動体２０の認識状態と、受信した第２の移動体２０の行動計画の状態とが一致し
ているか否かを判断する（Ｓ１２１）。観測された第２の移動体２０の認識状態と、第２
の移動体２０の行動計画の状態とが一致していると判断される場合（Ｓ１２１／Ｙｅｓ）
、誤差検出部１０６は、「誤差なし」という誤差情報を出力する（Ｓ１２４）。なお、誤
差検出部１０６は、観測された第２の移動体２０の認識状態と、第２の移動体２０の行動
計画の状態との誤差が計画された範囲内であれば、観測された第２の移動体２０の認識状
態と、第２の移動体２０の行動計画の状態とが一致していると判断してよい。
【００６８】
　一方、観測された第２の移動体２０の認識状態と、第２の移動体２０の行動計画の状態
とが一致していないと判断される場合（Ｓ１２１／Ｎｏ）、誤差検出部１０６は、異なる
パラメータを用いて第２の移動体２０の行動計画を変換し、変換された第２の移動体２０
の行動計画を生成する（Ｓ１２２）。なお、変換するパラメータとしては、第２の移動体
２０の位置、姿勢、速度、角速度、時刻又は位置分散などを例示することができる。
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【００６９】
　ここで、誤差検出部１０６は、変換後の第２の移動体２０の行動計画のなかに、観測さ
れた第２の移動体２０の認識状態との誤差を変換前の第２の移動体２０の行動計画よりも
減少させる行動計画が存在するか否かを判断する（Ｓ１２３）。観測された第２の移動体
２０の認識状態との誤差を減少させる行動計画が存在する場合（Ｓ１２３／Ｙｅｓ）、誤
差検出部１０６は、「誤差あり」という誤差情報を出力する。また、誤差検出部１０６は
、該行動計画に施した誤差を減少させる変換の種類及び変更量を誤差の大きさとして出力
する（Ｓ１２５）。また、観測された第２の移動体２０の認識状態との誤差を減少させる
行動計画が存在しない、又は見出せない場合（Ｓ１２３／Ｎｏ）、誤差検出部１０６は、
「誤差あり」という誤差情報を出力する。このような場合、誤差検出部１０６は、誤差を
減少させる変換の種類及び変更量が不明である旨も出力する（Ｓ１２６）。
【００７０】
　図６Ｂは、誤差検出部１０６が、第２の移動体２０が観測されないという誤差を検出す
る処理の流れの一例を示すフローチャート図である。
【００７１】
　図６Ｂに示すように、まず、誤差検出部１０６は、移動体認識部１０８による第２の移
動体２０の認識結果、又は地図作成部１１４が作成した外界の地図を更新する（Ｓ１３０
）。次に、誤差検出部１０６は、第２の移動体２０の行動計画における時刻及び位置が外
界の地図領域に含まれるか否かを判断する（Ｓ１３１）。
【００７２】
　第２の移動体２０の行動計画における時刻及び位置が外界の地図領域に含まれる場合（
Ｓ１３１／Ｙｅｓ）、誤差検出部１０６は、外界の地図領域に、第２の移動体２０に該当
する物体が存在するか否かを判断する（Ｓ１３２）。外界の地図領域に、第２の移動体２
０に該当する物体が存在しない場合（Ｓ１３２／Ｎｏ）、誤差検出部１０６は、第２の移
動体２０が存在しないという「誤差あり」という誤差情報を出力する。一方、外界の地図
領域に、第２の移動体２０に該当する物体が存在する場合（Ｓ１３２／Ｙｅｓ）、誤差検
出部１０６は、存在する物体が第２の移動体２０以外の物体か否かを判断する（Ｓ１３３
）。存在する物体が第２の移動体２０以外の物体である場合（Ｓ１３３／Ｙｅｓ）、誤差
検出部１０６は、第２の移動体２０が存在しないという「誤差あり」という誤差情報を出
力する。
【００７３】
　なお、第２の移動体２０の行動計画における時刻及び位置が外界の地図領域に含まれな
い場合（Ｓ１３１／Ｎｏ）、又は外界の地図領域に、第２の移動体２０が存在する場合（
Ｓ１３３／Ｎｏ）、誤差検出部１０６は誤差が検出されなかったとして処理を終了する。
【００７４】
　（補正部１０４の処理例）
　続いて、図７Ａ～図７Ｇを参照して、補正部１０４の具体的な処理例について説明する
。図７Ａ～図７Ｇは、誤差及び補正のバリエーションを示した説明図である。
【００７５】
　補正部１０４は、誤差検出部１０６が検出した誤差に基づいて、第２の移動体２０の行
動計画を補正する。
【００７６】
　例えば、第２の移動体２０の行動計画と観測結果との間に誤差がない場合、補正部１０
４は、受信した第２の移動体２０の行動計画をそのまま出力する。
【００７７】
　第２の移動体２０の行動計画と観測結果との間に誤差があり、かつ誤差を減少させる変
換が存在する場合、補正部１０４は、受信した第２の移動体２０の行動計画に、誤差を減
少させる変換を施した行動計画を出力する。
【００７８】
　例えば、図７Ａに示すように、第２の移動体２０の行動計画５１０に対して、第２の移
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動体２０の観測結果５２０の位置が異なる場合、補正部１０４は、第２の移動体２０の位
置を変更する補正を行動計画に施してもよい。図７Ｂに示すように、第２の移動体２０の
行動計画５１０に対して、第２の移動体２０の観測結果５２０の姿勢が異なる場合、補正
部１０４は、第２の移動体２０の姿勢を変更する補正を行動計画に施してもよい。図７Ｃ
に示すように、第２の移動体２０の行動計画５１０に対して、第２の移動体２０の観測結
果５２０の位置及び姿勢が共に異なる場合、補正部１０４は、第２の移動体２０の位置及
び姿勢を変更する補正を行動計画に施してもよい。図７Ｄに示すように、第２の移動体２
０の行動計画５１０に対して、第２の移動体２０の観測結果５２０の速度が異なる場合、
補正部１０４は、第２の移動体２０の速度を変更する補正を行動計画に施してもよい。図
７Ｅに示すように、第２の移動体２０の行動計画５１０に対して、第２の移動体２０の観
測結果５２０の角速度が異なる場合、補正部１０４は、第２の移動体２０の角速度を変更
する補正を行動計画に施してもよい。図７Ｆに示すように、第２の移動体２０の行動計画
５１０に対して、第２の移動体２０の観測結果５２０の行動の時刻が異なる場合、補正部
１０４は、第２の移動体２０の行動の時刻を変更する補正を行動計画に施してもよい。図
７Ｇに示すように、第２の移動体２０の行動計画５１０に対して、第２の移動体２０の観
測結果５２０の位置ばらつきが大きい場合、補正部１０４は、第２の移動体２０の位置の
分散を大きくする補正を行動計画に施してもよい。
【００７９】
　第２の移動体２０の行動計画と観測結果との間に誤差があり、かつ誤差を減少させる変
換が不明である場合、補正部１０４は、受信した第２の移動体２０の行動計画を基にして
、第２の移動体２０の観測結果から予測される行動計画を生成する。このとき、補正部１
０４は、第２の移動体２０の行動計画の状態（すなわち、位置及び速度）の分散を大きく
することによって、行動計画の不確かさを表してもよい。
【００８０】
　第２の移動体２０が観測されなかったという誤差の場合、補正部１０４は、受信した第
２の移動体２０の行動計画が中止されたと判断して、受信した第２の移動体２０の行動計
画を取り消してもよい。または、このような場合、補正部１０４は、受信した第２の移動
体２０の行動計画を補正することによるリスクを避けるために、受信した第２の移動体２
０の行動計画をそのまま出力してもよい。
【００８１】
　（計画用地図作成部１１２及び行動計画部１１８の処理例）
　続いて、図８Ａ及び図８Ｂを参照して、計画用地図作成部１１２及び行動計画部１１８
の具体的な処理例について説明する。図８Ａは、第２の移動体２０の行動計画を反映した
行動計画用地図の具体例を示す説明図であり、図８Ｂは、図８Ａに示す行動計画用地図を
基に計画された第１の移動体１０の行動計画の一例を示す説明図である。
【００８２】
　例えば、計画用地図作成部１１２は、地図作成部１１４にて作成された外界の地図と、
補正部１０４にて補正された第２の移動体２０の行動計画とに基づいて、第１の移動体１
０の移動のための行動計画地図を作成してもよい。
【００８３】
　このような場合、計画用地図作成部１１２は、外界の各領域における障害物の有無又は
存在確率を示す外界の障害物地図に第２の移動体２０の行動計画を加えることで、第１の
移動体１０の通行可能領域を特定した地図を作成する。これにより、計画用地図作成部１
１２は、第１の移動体１０の移動のための行動計画地図を作成することができる。
【００８４】
　例えば、計画用地図作成部１１２は、障害物又は第２の移動体２０が存在する領域を通
行不可な障害物領域とし、障害物領域以外の領域を通行可能領域とすることで、第１の移
動体１０の移動のための行動計画地図を作成することができる。なお、障害物又は第２の
移動体２０から距離を取って第１の移動体１０を移動させたい場合には、計画用地図作成
部１１２は、障害物領域を膨張させ、通行可能領域を限定することで、第１の移動体１０
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の移動経路を限定することができる。
【００８５】
　図８Ａでは、外界の障害物地図に、行動計画に基づく第２の移動体２０の位置を楕円２
０Ａ～２０Ｅとして追加した行動計画地図の例を示す。楕円２０Ａ～２０Ｅの各々は、第
２の移動体２０の時刻ごとの位置を表しており、時刻経過に伴って、第２の移動体２０の
位置が楕円２０Ａ～２０Ｅの順に移動していることを表す。
【００８６】
　図８Ａに示す行動計画地図を用いて、第１の移動体１０の行動計画を作成する場合、行
動計画部１１８は、障害物及び第２の移動体２０と接触しないように、第１の移動体１０
の移動経路を設定する。
【００８７】
　図８Ｂでは、第１の移動体１０の位置を楕円１０Ａ～１０Ｅで表す。楕円１０Ａ～１０
Ｅの各々は、第１の移動体１０の時刻ごとの位置を表しており、時刻経過に伴って、第１
の移動体１０の位置が楕円１０Ａ～１０Ｅの順に移動していることを表す。なお、楕円１
０Ａ及び楕円２０Ａは、それぞれ第１の移動体１０及び第２の移動体の同時刻における位
置を表しており、同様に、楕円１０Ｂ及び楕円２０Ｂ、楕円１０Ｃ及び楕円２０Ｃ、楕円
１０Ｄ及び楕円２０Ｄ、及び楕円１０Ｅ及び楕円２０Ｅは、それぞれ第１の移動体１０及
び第２の移動体の同時刻における位置を表す。
【００８８】
　図８Ｂを参照すると、第１の移動体１０は、第２の移動体２０と接触又は衝突しないよ
うに、十字路の手前で減速し（楕円１０Ａ～１０Ｃ）、第２の移動体２０が十字路を通過
した（楕円２０Ｃ）後に、十字路に進入している（楕円１０Ｄ～１０Ｅ）。これによれば
、行動計画部１１８は、障害物又は第２の移動体２０と接触又は衝突しないような第１の
移動体１０の移動経路を設定することができる。
【００８９】
　＜４．制御装置の動作例＞
　次に、図９を参照して、本実施形態に係る制御装置１００の動作の全体的な流れについ
て説明する。図９は、本実施形態に係る制御装置１００の動作例を示すフローチャート図
である。
【００９０】
　図９に示すように、制御装置１００は、まず、受信部１０２にて第２の移動体２０から
行動計画を受信する（Ｓ１０１）。その後、制御装置１００は、移動体認識部１０８にて
第２の移動体２０を認識する（Ｓ１０２）。続いて、制御装置１００は、誤差検出部１０
６にて第２の移動体２０の行動計画に対する第２の移動体２０の観測結果の誤差を検出す
る（Ｓ１０３）。さらに、制御装置１００は、検出した誤差に基づいて、補正部１０４に
て第２の移動体２０の行動計画を補正し（Ｓ１０４）、補正された行動計画に基づいて、
計画用地図作成部１１２にて第１の移動体１０の行動計画用地図を更新する（Ｓ１０５）
。その後、制御装置１００は、更新された行動計画用地図に基づいて、行動計画部１１８
にて第１の移動体１０の行動計画を更新する（Ｓ１０６）。これにより、制御装置１００
は、更新された行動計画に基づいて、駆動制御部１２２にて第１の移動体１０の行動を制
御することができる（Ｓ１０７）。
【００９１】
　以上の動作により、本実施形態に係る制御装置１００は、第２の移動体２０の行動計画
に誤差が存在する場合であっても、第２の移動体２０の実際の行動に基づいて誤差を補正
し、第１の移動体１０の行動計画を更新することができる。したがって、本実施形態に係
る制御装置１００は、第１の移動体１０及び第２の移動体２０の協調行動を円滑に実行さ
せることができる。
【００９２】
　＜５．ハードウェア構成例＞
　続いて、図１０を参照して、本実施形態に係る制御装置１００のハードウェア構成につ
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いて説明する。図１０は、本実施形態に係る制御装置１００のハードウェア構成例を示し
たブロック図である。
【００９３】
　図１０に示すように、制御装置１００は、ＣＰＵ（Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉ
ｎｇ　Ｕｎｉｔ）９０１と、ＲＯＭ（Ｒｅａｄ　Ｏｎｌｙ　Ｍｅｍｏｒｙ）９０２と、Ｒ
ＡＭ（Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ）９０３と、ブリッジ９０７と、内部
バス９０５及び９０６と、インタフェース９０８と、入力装置９１１と、出力装置９１２
と、ストレージ装置９１３と、ドライブ９１４と、接続ポート９１５と、通信装置９１６
と、を備える。
【００９４】
　ＣＰＵ９０１は、演算処理装置として機能し、ＲＯＭ９０２等に記憶された各種プログ
ラムに従って、制御装置１００の動作全般を制御する。ＲＯＭ９０２は、ＣＰＵ９０１が
使用するプログラム、演算パラメータを記憶し、ＲＡＭ９０３は、ＣＰＵ９０１の実行に
おいて使用するプログラムや、その実行において適宜変化するパラメータ等を一時記憶す
る。例えば、ＣＰＵ９０１は、補正部１０４、誤差検出部１０６、移動体認識部１０８、
情報管理部１１０、計画用地図作成部１１２、地図作成部１１４、認識部１１６、行動計
画部１１８及び駆動制御部１２２の機能を実行してもよい。
【００９５】
　これらＣＰＵ９０１、ＲＯＭ９０２及びＲＡＭ９０３は、ブリッジ９０７、内部バス９
０５及び９０６等により相互に接続されている。また、ＣＰＵ９０１、ＲＯＭ９０２及び
ＲＡＭ９０３は、インタフェース９０８を介して入力装置９１１、出力装置９１２、スト
レージ装置９１３、ドライブ９１４、接続ポート９１５及び通信装置９１６とも接続され
ている。
【００９６】
　入力装置９１１は、タッチパネル、キーボード、マウス、ボタン、マイクロフォン、ス
イッチ及びレバーなどの情報が入力される入力装置を含む。また、入力装置９１１は、入
力された情報に基づいて入力信号を生成し、ＣＰＵ９０１に出力するための入力制御回路
なども含む。
【００９７】
　出力装置９１２は、例えば、ＣＲＴ（Ｃａｔｈｏｄｅ　Ｒａｙ　Ｔｕｂｅ）表示装置、
液晶表示装置及び有機ＥＬ（Ｏｒｇａｎｉｃ　ＥｌｅｃｔｒｏＬｕｍｉｎｅｓｃｅｎｃｅ
）表示装置などの表示装置を含む。さらに、出力装置９１２は、スピーカ及びヘッドホン
などの音声出力装置を含んでもよい。
【００９８】
　ストレージ装置９１３は、制御装置１００のデータ格納用の記憶装置である。ストレー
ジ装置９１３は、記憶媒体、記憶媒体にデータを記憶する記憶装置、記憶媒体からデータ
を読み出す読み出し装置、及び記憶されたデータを削除する削除装置を含んでもよい。
【００９９】
　ドライブ９１４は、記憶媒体用リードライタであり、制御装置１００に内蔵又は外付け
される。例えば、ドライブ９１４は、装着されている磁気ディスク、光ディスク、光磁気
ディスク又は半導体メモリ等のリムーバブル記憶媒体に記憶されている情報を読み出し、
ＲＡＭ９０３に出力する。ドライブ９１４は、リムーバブル記憶媒体に情報を書き込むこ
とも可能である。
【０１００】
　接続ポート９１５は、例えば、ＵＳＢ（Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｓｅｒｉａｌ　Ｂｕｓ）
ポート、イーサネット（登録商標）ポート、ＩＥＥＥ８０２．１１規格ポート及び光オー
ディオ端子等のような外部接続機器を接続するための接続ポートで構成された接続インタ
フェースである。
【０１０１】
　通信装置９１６は、例えば、ネットワーク９２０に接続するための通信デバイス等で構
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成された通信インタフェースである。また、通信装置９１６は、有線または無線ＬＡＮ対
応通信装置であっても、有線によるケーブル通信を行うケーブル通信装置であってもよい
。通信装置９１６は、例えば、受信部１０２及び送信部１２０の機能を実行してもよい。
【０１０２】
　なお、制御装置１００に内蔵されるＣＰＵ、ＲＯＭおよびＲＡＭなどのハードウェアに
対して、上述した本実施形態に係る制御装置の各構成と同等の機能を発揮させるためのコ
ンピュータプログラムも作成可能である。また、該コンピュータプログラムを記憶させた
記憶媒体も提供することが可能である。
【０１０３】
　＜６．まとめ＞
　以上にて説明した本実施形態に係る制御装置１００によれば、第２の移動体２０の行動
計画に誤差がある場合でも、第２の移動体２０の観測結果に基づいて、第２の移動体２０
の行動計画を補正することができる。これによれば、制御装置１００は、第２の移動体２
０の観測後の未来の行動を予測することができる。
【０１０４】
　また、本実施形態に係る制御装置１００によれば、第２の移動体２０の行動計画が不正
確である場合でも、第２の移動体２０の行動計画を補正し、補正された行動計画に基づい
て第１の移動体１０の行動計画を更新することができる。これによれば、制御装置１００
は、第１の移動体１０及び第２の移動体２０の協調行動を円滑に実行させることが可能に
なる。
【０１０５】
　また、本実施形態に係る制御装置１００によれば、観測された第２の移動体２０の行動
に基づいて第２の移動体２０の行動計画を補正することで、第２の移動体の行動計画の精
度を向上させることができる。これによれば、制御装置１００は、第１の移動体１０及び
第２の移動体２０の協調行動をより高い精度で実行させることが可能になる。
【０１０６】
　また、本実施形態に係る制御装置１００によれば、第２の移動体２０の観測結果の行動
に基づいて、第２の移動体２０の行動計画を予測することができる。これによれば、制御
装置１００は、第１の移動体１０及び第２の移動体２０の間の行動計画の共有頻度を低下
させた場合でも、第１の移動体１０及び第２の移動体２０の協調行動を円滑に実行させる
ことが可能になる。
【０１０７】
　さらに、本実施形態に係る制御装置１００によれば、複数の移動体で構成されるシステ
ムにおいて移動体の一部が停止した場合でも、行動計画に沿って行動していない移動体が
存在することを他の移動体によって知覚することができる。このような場合、制御装置１
００は、停止した移動体の存在を考慮して、他の移動体の行動計画を立て直すことができ
るため、複数の移動体で構成されるシステムのロバスト性を向上させることができる。
【０１０８】
　以上、添付図面を参照しながら本開示の好適な実施形態について詳細に説明したが、本
開示の技術的範囲はかかる例に限定されない。本開示の技術分野における通常の知識を有
する者であれば、特許請求の範囲に記載された技術的思想の範疇内において、各種の変更
例または修正例に想到し得ることは明らかであり、これらについても、当然に本開示の技
術的範囲に属するものと了解される。
【０１０９】
　例えば、上記実施形態では、制御装置１００は、移動体の行動計画を生成するための行
動計画用地図を作成するとしたが、本技術はかかる例に限定されない。例えば、制御装置
１００は、移動体に限らず、行動計画に基づいて自律的に行動するロボット（自律行動ロ
ボット）の行動計画用地図を作成してもよい。具体的には、制御装置１００は、移動を行
わない垂直多関節ロボット等の産業用ロボット装置の行動計画用地図を作成してもよく、
プロジェクションマッピングを行う投影ロボット装置の行動計画用地図を作成してもよい
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。
【０１１０】
　また、本明細書に記載された効果は、あくまで説明的または例示的なものであって限定
的ではない。つまり、本開示に係る技術は、上記の効果とともに、または上記の効果に代
えて、本明細書の記載から当業者には明らかな他の効果を奏しうる。
【０１１１】
　なお、以下のような構成も本開示の技術的範囲に属する。
（１）
　第２の移動体の行動計画を用いて、外界の地図から第１の移動体の行動計画を生成する
ための行動計画用地図を作成する計画用地図作成部と、
　前記第２の移動体の行動計画と、前記第２の移動体の行動の観測結果との誤差を検出す
る誤差検出部と、
を備え、
　前記計画用地図作成部は、検出された前記誤差を用いて、前記行動計画用地図を更新す
る、制御装置。
（２）
　前記行動計画用地図に基づいて、前記第１の移動体の行動計画を生成する行動計画部を
さらに備える、前記（１）に記載の制御装置。
（３）
　前記行動計画部は、前記行動計画用地図が更新された場合、前記第１の移動体の行動計
画を更新する、前記（２）に記載の制御装置。
（４）
　前記誤差検出部にて検出された前記誤差を縮小する補正を行う補正部をさらに備え、
　前記計画用地図作成部は、前記補正を施した前記第２の移動体の行動計画を用いて、前
記行動計画用地図を更新する、前記（１）～（３）のいずれか一項に記載の制御装置。
（５）
　前記計画用地図作成部は、前記第２の移動体の行動の観測結果に基づいて予測された前
記第２の移動体の行動計画を用いて、前記行動計画用地図を更新する、前記（１）～（３
）のいずれか一項に記載の制御装置。
（６）
　前記計画用地図作成部は、前記第１の移動体の機体情報をさらに用いて、前記行動計画
用地図を作成する、前記（１）～（５）のいずれか一項に記載の制御装置。
（７）
　前記第２の移動体の行動計画を受信する受信部をさらに備える、（１）～（６）のいず
れか一項に記載の制御装置。
（８）
　前記第１の移動体の機体情報を管理する情報管理部をさらに備え、
　前記受信部は、前記第１の移動体の行動計画と、前記第１の移動体の行動の観測結果と
の誤差をさらに受信し、
　前記情報管理部は、受信した前記誤差に基づいて、前記第１の移動体の機体情報を更新
する、前記（７）に記載の制御装置。
（９）
　前記誤差検出部にて検出された前記誤差を前記第２の移動体に送信する送信部をさらに
備える、前記（１）～（８）のいずれか一項に記載の制御装置。
（１０）
　前記外界の地図は、前記第１の移動体が備えるセンサ部の観測結果に基づいて作成され
る、前記（１）～（９）のいずれか一項に記載の制御装置。
（１１）
　前記受信部は、前記第２の移動体の機体情報をさらに受信し、
　前記第２の移動体は、前記第２の移動体の機体情報に基づいて、前記第１の移動体が備
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えるセンサ部の観測結果から認識される、前記（７）又は（８）に記載の制御装置。
（１２）
　前記第２の移動体の行動は、前記センサ部の観測結果を時間蓄積することで認識される
、前記（１１）に記載の制御装置。
（１３）
　前記計画用地図作成部は、前記外界の地図に、前記第１の移動体の行動に影響する情報
を付加することで、前記第１の移動体の前記行動計画用地図を作成する、前記（１）～（
１２）のいずれか一項に記載の制御装置。
（１４）
　前記計画用地図作成部は、異なる用途又は条件に応じて、前記行動計画用地図を複数作
成する、前記（１）～（１３）のいずれか一項に記載の制御装置。
（１５）
　前記行動計画用地図は、座標系に時間軸を含む、前記（１）～（１４）のいずれか一項
に記載の制御装置。
（１６）
　第２の移動体の行動計画を用いて、外界の地図から第１の移動体の行動計画を生成する
ための行動計画用地図を作成することと、
　前記第２の移動体の行動計画と、前記第２の移動体の行動の観測結果との誤差を検出す
ることと、
　検出された前記誤差を用いて、前記行動計画用地図を更新することと、
を含む、制御方法。
（１６）
　コンピュータを、
　第２の移動体の行動計画を用いて、外界の地図から第１の移動体の行動計画を生成する
ための行動計画用地図を作成する計画用地図作成部と、
　前記第２の移動体の行動計画と、前記第２の移動体の行動の観測結果との誤差を検出す
る誤差検出部と、
として機能させ、
　前記計画用地図作成部を、検出された前記誤差を用いて前記行動計画用地図を更新させ
るように機能させる、プログラム。
【符号の説明】
【０１１２】
　１０　　　第１の移動体
　２０　　　第２の移動体
　３１　　　行動計画
　３２　　　行動計画
　１００　　制御装置
　１０２　　受信部
　１０４　　補正部
　１０６　　誤差検出部
　１０８　　移動体認識部
　１１０　　情報管理部
　１１２　　計画用地図作成部
　１１４　　地図作成部
　１１６　　認識部
　１１８　　行動計画部
　１２０　　送信部
　１２２　　駆動制御部
　１４０　　センサ部
　１６０　　駆動部
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【図１】 【図２】
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【図３】 【図４Ａ】

【図４Ｂ】

【図４Ｃ】

【図４Ｄ】
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【図５】 【図６Ａ】

【図６Ｂ】 【図７Ａ】

【図７Ｂ】

【図７Ｃ】
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【図７Ｄ】

【図７Ｅ】

【図７Ｆ】

【図７Ｇ】

【図８Ａ】 【図８Ｂ】
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【図９】 【図１０】
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